建設環境常任委員会 行政視察報告
令和8年11月9日（月）東京都多摩市　／　11月10日（火）東京都稲城市　　報告：向日市議会議員 林 リエ
 １．視察の目的
人口減少や担い手不足の中で、これからのまちの交通と、民間企業と力を合わせたまちづくりをどう進めるかを学ぶため、都内の2市を視察しました。1日目は「自動運転バス」、2日目は「公民連携のまちづくり」です。
	
	多摩市（1日目）
	稲城市（2日目）
	向日市（参考）

	人口
	148,431人（令和8年10月1日）
	95,256人（令和8年10月1日）
	55,262人（令和7年国勢調査）

	面積
	21.01km²
	17.97km²
	7.72km²

	テーマ
	大型自動運転バスの実証運行
	読売グループ等との連携まちづくり
	―


※多摩市・稲城市は各市の公式サイト、向日市は令和7年国勢調査・令和7年度決算カードによる（調査の時点が異なります）。
 ２．【1日目】多摩市　大型自動運転バスの実証運行
ねらい：バスの運転手が足りず、減便などで路線を維持しにくくなっていることへの対応です。道路が整った多摩ニュータウンで、将来の「運転席が無人の自動運転（レベル4）」を目指し、まず運転手が乗って見守る「レベル2」で大型バスを走らせ、技術面の課題と市民の受け止めを確かめました。
	項目
	内容（多摩市の事業報告・公式サイトより）

	期間・路線
	令和8年1月9日〜2月1日のうち10日間（土日祝）。鶴牧循環（多摩センター駅〜南鶴牧小学校〜多摩センター駅、約4.9km、1周約25分、1日4便）

	車両・運行
	いすゞ「エルガ」1台（定員29名、自動運転時の最高速度40km/h）。運行は京王バス。国の交付金（第2世代交付金）と東京都の補助金を活用

	乗車人数
	938人（目標800人）。運賃は200〜230円（予約時のクレジットカード事前決済）


結果（目標と実績）
	評価項目
	目標
	結果
	判定

	自動で走行できた割合（鶴牧循環）
	70%以上
	96.8%（自動運転の対象外区間を除く）
	達成

	交差点での右折の成功率
	85%
	62.5%
	未達成

	路上駐車を避ける成功率
	70%
	42.8%
	未達成


・市民の受け止め：利用者アンケート（回答424人・利用者の45%）で、乗り心地が「良い／やや良い」94%、「危険を感じた」13%。乗る前に自動運転へ「安心／やや安心」と答えた人は63%でしたが、乗った後は89%に上がりました。路線バスへの導入に「賛成／どちらかといえば賛成」は98%でした。
・課題：右折時の対向車の検知や路上駐車の回避が不十分で、「急ブレーキと感じた」と答えた人も41%いました。難しいと判断して手動運転に切り替えた区間（鶴牧3丁目バス停発車後の右折前の車線変更）は来年度以降の課題とされています。路上駐車は自動運転導入の大きな課題で、沿道への看板設置や市民への呼びかけも行われました。
・今後：多摩市は令和9年度に一部区間でのレベル4運行を目指しています（市公式サイト）。また東京都の資料（令和8年9月4日）では、多摩市の諏訪・永山地区でも日産の自動運転開発車（セレナベース、レベル2）によるテスト走行が令和8年9月上旬から始まり、その後に地域住民の一般試乗も予定されています。
※「レベル2」は運転手が乗って見守る方式、「レベル4」は特定の条件下で運転席が無人の方式です。
 ３．【2日目】稲城市　公民連携のまちづくり「TOKYO GIANTS TOWN」
連携の枠組み：令和5年8月24日、稲城市・読売新聞東京本社・読売巨人軍・よみうりランドの4者が、まちづくり、教育・文化・スポーツの振興、イベントの企画などで協力する「包括連携協定」を結びました。
民間の事業：稲城市矢野口（南山地区）で、読売グループがスポーツとエンターテインメントを融合したまちづくりを進めています。ジャイアンツタウンスタジアム（約2,900席）は令和7年（2025年）3月に先行開業。水族館（「東京読売水族館」と聞き取り）と飲食施設は2027年の開業予定です（資料では2027年度中、聞き取りでは2027年夏）。試合のない日にも開放し、放課後は子どもたちが遊べる場にしているとの説明でした。
市の役割（ハード）：平成30年3月に用途地域を見直し（建設地は近隣商業地域）。稲城駅・京王よみうりランド駅の駅前広場の再整備、駅から球場への道筋にある根方谷戸公園の整備を進めています。
市の役割（ソフト）：巨人軍のコーチが小学校を訪問（令和7年度から市内の全小学校）、中学校野球部の部活支援（令和6年10月〜）、若手選手のPRサポーター、観光大使、キーワードラリー、協定を結ぶ7市の「ホームタウンフェス」、職員のユニフォーム着用PRなど、費用を抑えた取組みで関係を築いています。コミュニティ関連の補助金は東京都のもので、取組みが加速したとの説明でした。
課題：「民間のスピードに行政がついていけない」ことが課題として挙げられました。まちづくりの主導権を行政に残すには、そのための体制づくりが必要とのことです。
※稲城市は、市内に鉄道6駅、高速道路が便利、米軍施設やゴルフ場があり、梨・ぶどうの産地でもあるとの説明でした（聞き取り）。
 ４．視察を踏まえた考察（向日市で考えたいこと）
・数字で試し、結果を公表する：多摩市は目標を決めて試し、達成できなかった項目も含めて公表していました。新しい取組みを進めるときの手本になります。
・国・都の制度を活用する：両市とも東京都や国の補助金・交付金を活用していました。向日市でも、国や京都府の制度を調べて生かす余地があります。
・連携の「型」と行政の体制：稲城市は協定という枠組みと、費用を抑えたソフト事業で関係を築いていました。一方で、民間のスピードに合わせられる行政の体制が課題です。
・暮らしの足の現状把握：運転手不足による減便は向日市でも起こりうる課題です。自動運転バスを導入するかどうかは今回の視察では結論を出さず、まず市内の公共交通の現状を確認します。
出典：多摩市「大型自動運転バス実証運行（R7年度事業）事業報告」、多摩市・稲城市の公式サイト、東京都都市整備局の資料（令和8年9月4日）、稲城市「公民連携としての稲城市の取組み」、視察時の聞き取り。
